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韓国の非正規雇用法制の現在 
－2006 年法制定・改正に始まる非正規勤労者の雇用安定と処遇改善のための法規制を中心に－ 
 
 
1 はじめに 
 
（1）本論文の目的 
 
 これまで日本では、非正規雇用につき、雇用・就業形態による労働条件の格差と身分の
不安定性が 2 大問題とされ、これについての改善が求められてきた。このことを踏まえ、
本論文では、韓国の 2006 年法制定・改正に始まる非正規勤労者の雇用安定と処遇改善の
ための法規制につき、その立法効果、すなわち、裁判規範及び行為規範としての役割と課
題という観点から考察することを目的とする。そして、この考察が、雇用分野において韓
国と同様の課題を抱えている日本での議論に一助になることができればと考える。 
 
（2）本論文の問題関心・課題 
 
 韓国では、1990 年代後半の非正規勤労者の増加を背景に、非正規勤労者の雇用不安と共
に、その処遇の劣悪さが社会問題となり、その解決が重要な政策課題となった。そこで、
2006 年 11 月末には、非正規勤労者の保護に関する法案（「期間制及び短時間勤労者の保
護等に関する法律」（以下「期間制法」という）の制定案（「労働委員会法」の改正を含む）、
「派遣勤労者の保護等に関する法律」（以下「派遣法」という）の改正案）が国会を通過し、
非正規雇用に関する新たな法規制が導入されることになる（以下「2006 年法制定・改正」
という）。2006 年法制定・改正によって新たに導入された法制度の主要な内容としては、
非正規勤労者の雇用安定にかかわる❶期間の定めのある勤労契約を締結した勤労者（以下
「期間制勤労者」という）の使用期間の上限を 2年と規制する法規制（期間制法 4条）と、
非正規勤労者の処遇改善にかかわる❷非正規勤労者（すなわち、期間制勤労者、短時間勤
労者及び派遣勤労者）に対する差別的処遇の禁止及びその是正に関する法規制（期間制法
8 条ないし 15 条の 3、派遣法 21 条ないし 21 条の 3。いわゆる「差別是正制度」）を挙げ
ることができる。 
 2006 年法制定・改正によって導入された前記❶と❷の新しい法規制については、同じ
く雇用分野において非正規労働者の雇用安定と処遇改善といった政策課題を抱えている日
本においても関心が高く、これまで多くの文献において扱われてきた。しかし、これまで
の先行研究は、2006 年法制定・改正までの経緯や 2006年法制定・改正によって新たに導
入された前記❶と❷の法規制の紹介にとどまっているものが多く、韓国において、この新
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しい法規制を解釈・運用するに当たってどのような問題に直面し、その問題を解決するた
めにどのように変わろうとしているかに関する考察は、必ずしも十分になされているとは
いえない。また、先行研究の中には、前記❶と❷の法規制を主な内容とする 2006 年法制
定・改正について、「日本と韓国は相互に類似した法制度と労働環境を背景に、労働裁判や
労働立法をめぐる争点も類似している。……しかし、2006年法が制定されたことによって、
両国の間にはきわめて大きな相違が生まれることになった。2006 年法は、『正規労働者と
の差別禁止』、『派遣・有期雇用上限 2 年制』、『正規労働への転換みなし』、『労働委員会で
の差別是正手続』など、日本よりも明らかに進んだ制度を導入し」た（傍点筆者）という
見方がなされている。確かに、前述したように、近年の非正規勤労者の増加を背景に、韓
国においては、比較的に早く、非正規勤労者の雇用安定と処遇改善に関する法整備が行わ
れており、時間的な面では日本よりも進んでいる。しかし、その内容的な面においても進
んだ制度を導入しているといえるかについては、さらなる検討が必要であるように思われ
る。なぜなら、実際、前記❶と❷の法規制につき、韓国では消極的な評価がなされること
が多いからである。その原因はどこにあるだろうか。このことを明らかにすべく、本論文
では、前記❶と❷の法規制が、韓国の非正規勤労者の雇用安定と処遇改善にどのように機
能しているか、その立法効果の観点から考察を行おうとする。 
 
（3）考察の視点・方法 
 
 このような前記❶と❷の法規制の立法効果を明らかにしようとする本論文の課題に取
り組むに当たっては、❶と❷の法規制の裁判規範としての側面と行為規範としての側面を
併せて考察を進めていくことにしたい。なぜならば、法は、紛争解決の際に判断の拠り所
となる裁判規範としての側面と共に、人々が社会生活を営むに当たって一定の行為を命じ
又は禁じる行為規範としての側面を有していることからすると、ある立法政策の効果を考
察する際にも、法が持つこの 2つの側面を併せて検討してみる必要があると考えるからで
ある。すなわち、法の裁判規範、そして行為規範としての側面というのは、法の一面的な
観察方法にすぎず、これが法の全体像と考えてはならないであろう。訴訟の場における法
規範の援用は不可避であっても唯一ではない。現実の法規範の姿としては、裁判等を前提
にすることなく、運用されている部分も同じく存在するからである。しかし、他方で、行
為規範からの逸脱等があった場合、裁判等によって一定の制裁が加えられることからする
と、裁判規範は行為規範を前提にしており、また、裁判規範として機能することが予定さ
れているからこそ、行為規範としての実効性が担保されているという見方も可能であろう。
そして、このように考えると、法の裁判規範及び行為規範としての側面は並立の関係にあ
るわけではなく、多かれ少なかれ相互に関連し、これらの間には何らかの相互作用がある
ことが示唆される。 
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2 2006 年法制定・改正に始まる期間制法 4 条及び差別是正制度の立法効果 
 
（1）「Ⅱ 非正規勤労者の雇用安定と処遇改善に関する新たな法規制が作られるまで」 
 
 以上を踏まえて、本論文では、韓国における前記❶と❷の法規制が、非正規勤労者の雇
用安定と処遇改善にどのように機能しているか、その立法効果を検討するに当たって、❶
と❷の法規制の裁判規範、そして行為規範としての側面を併せて、その全体像を捉えるこ
とを試みようとする。その前に、「Ⅱ 非正規勤労者の雇用安定と処遇改善に関する新たな
法規制が作られるまで」では、韓国における非正規勤労者、中でも期間制勤労者に関する
新たな法規制（すなわち、前記❶と❷の法規制）ができるまでの経緯を簡単に振り返った。
韓国では、1990年代にかけて徐々に広がっていた雇用の非正規化が、1997 年末の IMF経
済危機を機にその度合いをさらに高めていく。そうした中で、経済活動人口調査における
臨時職と日雇職を合わせた非正規勤労者の規模が賃金勤労者全体の 50％を超えたことで
雇用状況の不安定性が印象付けられ、韓国では、非正規勤労者に対する社会的な関心が高
まるようになる。このように、期間制勤労契約で働く多くの非正規勤労者を生み出し、そ
の雇用不安や処遇格差が社会問題となるにつれ、韓国では、その解決が重要な政策課題と
なった。この課題に対応すべく、韓国では、2001 年 7 月、政労使の社会的協議機関である
労使政委員会に特別委員会が設置されるなど、非正規勤労者の保護のための法制度の改善
をめぐる激しい議論が繰り広げられる。そして、紆余曲折を経て、その一到達点として、
2006 年 11 月末には、非正規勤労者の雇用安定と処遇改善にかかわる前記❶と❷の法規
制がルール化された。 
 
（2）「Ⅲ 期間制勤労者の使用期間にかかわる法規制」 
 
 ところが、前述したように、前記❶と❷の法規制につき、韓国では、非正規勤労者の雇
用を安定させ、その処遇を改善させるには不十分であるとし、その実効性に関しては疑問
を呈する声が少なくない。そこで、続く「Ⅲ 期間制勤労者の使用期間にかかわる法規制」
及び「Ⅳ 非正規勤労者に対する差別的処遇の禁止及びその是正にかかわる法規制」では、
前記❶と❷の法規制は韓国の非正規勤労者の雇用安定と処遇改善にいかに機能している
か、その立法効果を明らかにすべく、❶と❷の法規制の具体的内容やその解釈・運用をめ
ぐる論点、利用実態等について考察を行った。 
 まず、「Ⅲ 期間制勤労者の使用期間にかかわる法規制」では、裁判例を中心に、前記❶
の期間制勤労者の使用期間の上限を 2年と規制する法規制である期間制法 4条の裁判規範
としての役割と課題を明らかにしようとした。期間制法 4 条 1 項においては、「使用者は 2
年を超過しない範囲内で（期間制勤労契約の反復更新等の場合にはその継続勤労した総期
間が 2年を超過しない範囲内で）期間制勤労者を使用することができる」とし、期間制勤
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労者の使用期間の上限について 2 年と規制すると共に、この使用期間の上限規制について
は一定の例外事由を認めている（期間制法 4 条 1 項但書）。そして、期間制法 4 条 2 項に
おいては、同条 1項が定める期間制勤労者の使用期間の上限規制に違反した場合における
制裁として、「使用者が第 1 項但書の事由がないか消滅したにもかかわらず 2 年を超過し
て期間制勤労者として使用する場合には、その期間制勤労者は期間の定めのない勤労契約
を締結した勤労者とみなす」と規定する。すなわち、期間制法 4条 1項但書所定の例外事
由がなく、又はその事由が消滅したにもかかわらず、使用者が使用期間 2 年の上限を超え
て期間制勤労者を使用する場合、当該期間制勤労者は無期契約勤労者とみなされることに
なる。裁判例を見てみると、期間制法 4条の施行に伴い、その解釈・運用をめぐって対立
し、紛争が生じている。たとえば、①期間制勤労契約の更新拒絶をめぐる従来の判例法理
は期間制法 4 条の下でも引き続き適用されるかどうか（韓国鉄道公社事件や共に働く財団
事件等）、期間制勤労契約を反復更新する過程において、②空白期間がある場合（羅州市（保
健所）事件及び全羅南道農業技術院事件）、又は期間制法 4 条 1 項但書所定の例外事由に
該当する期間とそうでない期間がある場合（釜山広域市金井区（運動処方士）事件）、さら
には、派遣勤労者へと勤務形態が変更された場合（京畿学院（厚生福祉センター・事務員）
事件）、期間制勤労者の総使用期間はどう考えられるか、③総使用期間 2 年を超えて期間
制勤労者を使用することができる期間制法 4条 1項但書所定の例外事由に当てはまるのは
いかなる場合であるか（光州テクノパーク事件や京畿学園事件等）、④総使用期間 2 年を
超えて期間制勤労者が無期勤労契約を締結したものとみなされる場合、その勤労条件はど
うなるか（文化放送事件）等の論点が問題となっている。しかし、期間制法 4 条は期間制
勤労者の使用期間の上限を 2 年と規制するのみであり、これらの論点について、現行法制
度上、特に明らかにされておらず、もっぱら法院（裁判所）によるケース・バイ・ケース
の判断に委ねられている。しかも、期間制法 4条の適用如何が争われた場合、法院がどの
ような判断を下すことになるか、必ずしも明らかでない状況にある。したがって、期間制
法 4 条をその裁判規範としての側面から見る際には、その解釈・適用をめぐって不明確・
不安定な部分が多い、法的予測可能性の低い法規制であるといえる。 
 そして、このような期間制法 4 条の裁判規範としての不明確性・不安定性は、その行為
規範としての実効性を弱めているものと考えられる。期間制法 4 条の施行効果に関する統
計調査では、期間制法 4 条が期間制勤労者の使用期間の上限を 2年と規制しているにもか
かわらず、この 2 年という使用期間の上限を超えてもなお、無期契約勤労者に転換される
ことなく、企業の「継続雇用」措置により、何とか雇用が継続されている期間制勤労者が
存在すること、さらに、期間制法 4条の制定当初からもっとも懸念されていた、期間制勤
労者の総使用期間を 2年以下に抑えようとする動き（いわゆる「回転ドア効果」や「風船
効果」等）があることが確認されている。企業の「継続雇用」措置によって期間制勤労者
としての雇用が継続される場合、その全てではないにしても、中には期間制法 4条の適用
を免れる目的で、期間制勤労契約を反復更新する過程において空白期間等を挟むなど、期
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間制勤労契約が濫用的に利用されるケースもあるであろう。また、期間制勤労者の使用期
間を 2年以下に抑える雇用管理、その全てについて問題があるとは必ずしも言い切れない
が、必要以上に短い期間の勤労契約（いわゆる「細切れ契約」）を締結・更新したあげく（ホ
テルロッテ事件や現代自動車事件）、又は使用期間 2 年で期間制勤労者から勤労者派遣等
の間接雇用へと切り替えた後に雇止めがなされ（京畿学院（厚生福祉センター・事務員）
事件）、期間制法 4 条の解釈・適用が争われている現状に鑑みると、期間制法 4 条の下で
あり得る期間制勤労契約の濫用的・不適切な利用に関して何も明らかにしていない期間制
法 4 条の裁判規範としての不明確性は、期間制勤労者に対する雇止め時に期間制法 4条の
解釈・適用について紛争が生じる端緒になっていると思われる。 
 
（3）「Ⅳ 非正規勤労者に対する差別的処遇の禁止及びその是正にかかわる法規制」 
 
 つぎに、「Ⅳ 非正規勤労者に対する差別的処遇の禁止及びその是正にかかわる法規制」
では、期間制勤労者など非正規勤労者に対する差別的処遇の禁止及びその是正に関する法
規制である差別是正制度につき、この新しい制度は訴訟の場においていかに解釈・適用さ
れているのか、そして、その過程においてどのような問題に直面し、その問題解決のため
にどのような取組みがなされているか等を詳しく見ていくことで、その裁判規範及び行為
規範としての役割と課題を明らかにしようとした。 
 韓国における非正規勤労者の処遇改善にかかわる差別是正制度の最大の特徴としては、
期間制勤労者など非正規勤労者に対する差別的処遇の是正につき、労働委員会という行政
手続による救済手段を設けていることを指摘することができる。労働委員会で扱われる差
別是正事件は、大きく申請－審査－判定の 3 段階を経ることになる。まず、差別的処遇の
是正申請の段階においては、差別的処遇の是正申請を行った者（申請人）が、労働委員会
に対して差別的処遇の是正申請ができる非正規勤労者であるか否か、この非正規勤労者に
よる差別的処遇の是正申請が差別的処遇のあった日（継続する差別的処遇はその終了日）
から 6 か月（2012 年改正までは 3 か月）以内になされているか否か、当該差別的処遇の
是正申請が非正規勤労者に対する差別的処遇の禁止及びその是正義務を負う者を相手（被
申請人）にしてなされているか否か等について判断される。こうした差別的処遇の是正申
請にかかわる要件を充たさない場合、当該差別的処遇の是正申請は却下される。そして、
この申請の段階を無事に通ると、次の差別的処遇の存否にかかわる本案審査では、差別的
処遇の存否を判断するための比較対象勤労者が存在し、又はその選定が妥当であるかどう
か、申請人（非正規勤労者）がその是正を求めている賃金等にかかる事項が、期間制法又
は派遣法が禁止している差別的処遇の対象に当たるといえるかどうか、さらに、比較対象
勤労者に比べて、非正規勤労者に不利な処遇が存在するかどうか、この不利な処遇に合理
的な理由があるかどうか等について判断される。この本案審査の段階において、比較対象
勤労者や非正規勤労者に不利な処遇が存在せず、又は非正規勤労者が受けた不利な処遇に
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合理的な理由があると判断される場合、当該差別的処遇の是正申請は棄却される。最終的
に以上の差別的処遇の是正申請と本案審査の段階を無事に通過した場合にやっと、当該差
別是正事件の解決に適切な是正命令が労働委員会によって出されることになる。 
 ところが、差別是正制度では、比較的に詳細に規定されている労働委員会における差別
的処遇の是正手続に対し、差別的処遇の禁止それ自体については抽象的で包括的な文言で
表現されていることから、その解釈・運用をめぐっては、差別是正制度の施行当初から、
相当な混乱が予測されていた。にもかかわらず、韓国政府（労働部）は、今後、労働委員
会の判定や法院の判決が蓄積していけば、判断基準はある程度形成されていくという漠然
とした期待を示すのみで、差別是正制度の解釈・適用問題の多くは解釈論に委ねられてい
た。 
 確かに、判定例や裁判例が蓄積されるにつれ、判断基準といえるものが形成されつつあ
る論点もある。しかし、大法院（最高裁判所）判決の積み重ねによって判例法理としてほ
ぼ固まりつつあるといえる、比較対象勤労者の存否を判断する際の「同種又は類似の業務」
の判断基準や合理的な理由の有無を判断する際の判断基準は、いずれもこれらを判断する
際に考慮すべき諸要素を列挙するのみであり、各判断要素をいかに総合考慮して判断すべ
きかについては明らかにされていないことから、実際に同じ事件で法院によって判断が分
かれるなど、予測可能性の難しさという点では依然として問題が残されているといえる。 
 このほか、派遣勤労者にかかわる差別的処遇の是正手続において、労働委員会が発する
是正命令を履行すべき責任を負い、被申請人となるのは誰かをめぐる問題（モベイス事件）、
また、非正規勤労者と同種又は類似の業務に従事する、しかもそれぞれ異なる勤労条件で
働く比較対象勤労者が複数存在する場合における比較対象勤労者の選定問題（GS リテー
ル事件やカンウォンランド事件等）、「その他勤労条件及び福利厚生等に関する事項」とし
て差別的処遇の禁止対象に含まれるのは何かをめぐる問題（新韓銀行事件）などは、現時
点ではまだ下級審の判断にとどまっており、これらの論点については今後も議論が続く可
能性が高いといえる。 
 さらに、労働委員会による差別的処遇の是正手続においては、所定の期間内になされた
申請のみが適法な申請として、実質的な差別的処遇の存否にかかわる審査に付されること
から、使用者等から受けた差別的処遇につき、労働委員会による行政救済を受けようとす
る非正規勤労者は、差別的処遇の是正にかかわる申請期間を徒過しないよう注意が必要で
ある。しかし、一見明らかに見える、差別的処遇の是正申請にかかわる起算点となる「差
別的処遇があった日（継続する差別的処遇はその終了日）」につき、裁判例の判断は、「成
果賞与金が支給された日」（韓国鉄道公社（栄養士）事件・ソウル高等法院判決）又は「非
正規勤労者が退職した日」（国民銀行事件・ソウル行政法院判決）、「比較対象勤労者が存在
しなくなった日」（韓国鉄道公社（栄養士）事件・ソウル行政法院判決）などと多様であり、
実は差別的処遇の是正にかかわる申請期間の起算点をいかに理解し、解すべきかについて
は必ずしも明らかではないのが現状であるといえる。 
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 このように、非正規勤労者に対する差別的処遇の禁止にかかわる法規制の内容自体が不
明確であることから、差別是正制度の解釈・運用をめぐって相当な混乱が予想されていた
にもかかわらず、その具体的な判断基準や内容についてもっぱら解釈論に委ねられ、しか
も、差別是正制度の適用如何が問題となった場合、法院がいかなる判決を下すことになる
か、必ずしも明らかでない状況において、差別是正制度が労使双方にとって非正規勤労者
に対する合理的な理由のない差別的処遇を是正する行為規範としての役割を果たすことを
期待するのは、そもそも無理な話なのかもしれない。すなわち、韓国では、統計上、労働
市場に占める非正規勤労者の割合につき大きな変化は見られず、また、正規勤労者と非正
規勤労者との間の処遇格差が改善されるどころか、むしろ広がっている状況であるにもか
かわらず、労働委員会に対する差別的処遇の是正にかかわる申請件数が伸び悩んでいるこ
とから、差別是正制度は、非正規勤労者の処遇改善を図るには不十分であるとされ、全体
的にはその実効性につき消極的な評価がなされることが多い。 
 労働委員会に対する差別的処遇の是正申請が少ない背景としては、差別是正事件におい
て申請人となる非正規勤労者の雇用終了に対する不安と共に、非正規勤労者が労働委員会
に差別的処遇の是正申請を行った際、労働委員会によって当該差別的処遇を救済できる是
正命令が発せられるケースが多くないことが挙げられる。また、このように差別是正事件
において差別的処遇の認定率が低い理由としては、使用者等から受けた差別的処遇につき、
非正規勤労者が労働委員会による是正命令を受けるためには、前述した差別的処遇の是正
「申請」と本案「審査」の段階で求められる多くの要件を充たす必要があるところ、申請
人である非正規勤労者が要件そのすべてを充たすのが現実的にはそう簡単ではなく、さら
にその背景には差別是正制度の不明確性・不安定性があると考えられる。差別的処遇の是
正手続において、差別的処遇の存否にかかわる主張・立証の不足による不利益は申請人で
ある非正規勤労者が負担することから、非正規勤労者が労働委員会に対して差別的処遇の
是正申請を行う場合には、具体的にいかなる差別的処遇の是正を求めるのか、そのために
は何を主張しなければならないか等をよく考えて実行する必要がある。しかし、以上のよ
うに、非正規勤労者に対するいかなる処遇が差別是正制度において禁止されている差別的
処遇に当たるか、必ずしも明らかでない状況において、非正規勤労者が慎重に慎重を重ね
た末、労働委員会に対して差別的処遇の是正申請を行うことをあきらめてしまうのは容易
に想像できよう。 
 これまで韓国では、差別的処遇の是正にかかわる申請期間を拡大する、勤労監督官によ
る新たな差別的処遇の是正手続を導入する、労働委員会による是正命令の内容や効力を拡
大するなど、差別是正制度の実効性を高めるための改正作業が続いてきた。議論の中心が
未だに使用期間制限方式か使用事由制限方式かに置かれ、その実効性を高めるための具体
的な改善策は何ら講じられてこなかった期間制法 4条に比べると、差別是正制度に関する
これまでの改正作業それ自体、高く評価できるであろう。しかし、その一方で、これまで
の改正作業にもかかわらず、非正規勤労者と正規勤労者との間の処遇格差や労働委員会に
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対する差別的処遇の是正にかかわる申請件数に関する統計上の数値において大きな変化が
見られるわけではないことからすると、差別是正制度の改善の余地は依然として大いに残
されているといえよう。 
 
3 おわりに 
 
（1）総括 
 
 以上のように、❶期間制勤労者の使用期間の上限を 2 年と規制する期間制法 4 条と❷
期間制勤労者など非正規勤労者に対する差別的処遇の禁止及びその是正に関する差別是正
制度は、その裁判規範としての側面と行為規範としての側面の両方で多くの課題を抱えて
おり、その内容面において決して進んだ制度とは言い難いと考える。したがって、冒頭に
取り上げていた、日本の一部の先行研究が、非正規勤労者の雇用安定と処遇改善にかかわ
る前記❶と❷の法規制を主な内容とする韓国の 2006 年法制定・改正について、「日本よ
りも明らかに進んだ制度を導入し」たとしていたことの意味するところは、当時（2010 年）、
韓国における前記❶と❷のような法規制がまだなかった日本と比較したときに、韓国では、
日本よりも早く、非正規勤労者の使用期間の上限に関する制限、非正規勤労者に対する差
別的処遇の禁止といった法規制を導入しているという意味であり、それ以上もそれ以下の
意味も持たないといえよう。そして、前記❶と❷の法規制の立法効果に関する本論文の考
察から言えるのは、❶と❷の法規制は裁判規範としてその解釈・運用について不明確・不
安定な部分が多く、また、このような❶と❷の法規制の裁判規範としての不明確性・不安
定性は❶と❷の法規制の行為規範としての実効性を弱めているということである。つまり、
韓国において、前記❶と❷の法規制につき、非正規勤労者の雇用を安定させ、その処遇改
善を図るには不十分であるという消極的な評価がなされる根本的な原因は、❶と❷の法規
制の裁判規範としての不明確性・不安定性にあるということである。したがって、その意
味では、韓国における前記❶と❷の法規制の実効性を現在のそれより少しでも向上させる
ためには、現行のように、❶と❷の法規制の解釈・適用問題をもっぱら判例や学説の進展
に委ねるのではなく、明文規定を設ける等して❶と❷の法規制の予測可能性を高める作業
が必要ではないかと考える。 
 
（2）日本法への示唆 
 
 このような非正規勤労者の雇用安定と処遇改善にかかわる韓国の前記❶と❷の法規制
の立法効果に関する本論文での考察が日本法に与える示唆といえばやはり、当該法規制の
裁判規範としての明確性・安定性を確保できずには、行為規範としての機能発揮も期待し
難いということである。とりわけ、労働契約法 20 条についてみると、早くから、条文その
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ものの不明瞭さを指摘する見解が見られる一方で、一部の学説においては、労働契約法 20
条について、本条はむしろ、主としては無期契約労働者と有期契約労働者（正規労働者と
非正規労働者）との間の労働条件の格差を是正する取組みを促す行為規範として立法され
たものとみることができ、裁判規範としては明確性に欠けるとしても、行為規範としての
機能を果たし得るといった見方がなされている。しかし、非正規勤労者の雇用安定と処遇
改善のために設けられた韓国の前記❶と❷の法規制の立法効果に関するこれまでの考察
を踏まえると、そういうわけにはいかないのは自明であろう。実際、労働政策研究・研修
機構が 2016 年 10 月から 11 月にかけて行った企業調査によると、労働契約法 20 条への
対応として、「見直しを行うかどうかを含めて方針未定」と回答した企業を対象に、方針を
決める上でネックになっている理由について聞いたところ、「法の詳細（どのような労働条
件の相違が不合理と認められるか等）が分からないこと」が規模にかかわらず多く挙がっ
ているとされる。労働契約法 20条の裁判規範としての不明確性は、労働契約法 20 条の行
為規範としての実効性に負の影響を及ぼす可能性があることを、ここで改めて強調してお
きたい。 
 
（3）今後の課題 
 
 もっとも、本論文は、2006年法制定・改正に始まる韓国の前記❶と❷の法規制につき、
裁判規範、そして行為規範としての側面を併せて、その立法効果の全体像を捉えることを
試みたにすぎず、❶と❷の法規制に関しては、本論文で触れることができなかった残され
た課題も多々あると思われる。その中の 1 つが、韓国の公共部門における非正規雇用問題
について詳細に扱うことができなかったことである。不安定な雇用、処遇格差といった問
題を抱えているのは、民間部門のみならず、いわゆる公共部門の非正規雇用も変わるとこ
ろがないといえる。こうした中で、韓国では、韓国の労働市場全体における非正規雇用に
関する問題解決を促すという意味においても、公共部門が率先して非正規雇用をめぐる問
題を解決していくことが必要とされ、これまで数次にわたって公共部門の非正規雇用を対
象とした対策ないし計画が講じられてきた。その主な内容は、公共部門における非正規雇
用、なかでも期間制勤労者を無期契約勤労者へと転換することにより、その雇用安定や処
遇改善を図ることである。しかし、韓国におけるこれまでの取り組みは、決して韓国政府
の政策的意思のみによって進められたものではない。その背景には、韓国の法制度的仕組
みがある。すなわち、韓国では、国や地方自治団体の機関も、民間企業と同様に、期間制
法 4 条と差別是正制度が盛り込まれている期間制法の規制を受けることになっており（期
間制法 3 条 3 項）、したがって、国や地方自治団体の機関に使用される期間制勤労者も、
その使用期間が 2 年を超えるときには、民間企業で働く期間制勤労者と同様、無期契約勤
労者とみなされ得る。ただし、韓国でこれまで行われてきた取り組みがその対象としてい
るのは、韓国の公務員関連規定の適用を受けない「非公務員」の非正規勤労者である点に
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は留意を要する。すなわち、韓国の公共部門においてその雇用安定や処遇改善が求められ
ているのは「公務員ではない」非正規勤労者であるということである。この点は、日本で
問題となっているのが国・地方自治体における臨時・非常勤職員といった非正規「公務員」
であり、労働契約法 18 条や 20 条をこれら非正規「公務員」については適用しないとされ
ている（労働契約法 22 条 1 項）こととは対照的である。したがって、韓国の公共部門に
おける非正規雇用問題に関するこれまでの取り組みを理解するに当たっては、これまでの
取り組みと韓国の法制度的仕組みとの関係を明らかにする必要があるように思われるが、
この点については今後の課題としたい。 
 また、本論文では、韓国の非正規勤労者の雇用安定と処遇改善にかかわる前記❶と❷の
法規制の立法効果の全体像を把握することに重点を置いており、日本法に関する考察を行
うことができなかった。とりわけ、日本でも、無期転換ルールを定める労働契約法 18条を
潜脱する脱法的な手段として用いられる可能性のある有期労働契約の濫用的・不適切な利
用が懸念されているにもかかわらず、これに対するこれといった手立てがなされているわ
けではなく、また、無期転換後の労働条件も問題となり得ること等からすると、その抱え
ている課題自体、韓国と大差ないように思われる。このような状況において、日本では、
果たして、労働契約法 18 条が目的としていた効果を期待できるだろうか。これまで見て
きたように、日本と同じ課題を抱えている韓国においては、期間制法 4 条が非正規勤労者
（期間制勤労者）の雇用安定を図るには不十分であるとして、その実効性に関しては消極
的な評価がなされている。日本において、いわゆる「2018 年問題」は既に始まっているで
あろう。以上のような労働契約法 18条の解釈・運用に関する不明確性・不確実性が、労働
契約法 18 条の実効性にいかなる影響を与えることになるのか、無期転換ルールの今後の
適用・運用動向を注目していきたい。 
